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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期
累計期間

第54期
第３四半期
累計期間

第53期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 17,091 15,964 21,926

経常利益 （百万円） 2,109 2,224 2,201

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,315 1,466 1,336

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 3,013 3,013 3,013

発行済株式総数 （千株） 8,115 8,115 8,115

純資産額 （百万円） 14,315 15,240 14,335

総資産額 （百万円） 40,006 36,225 37,077

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 170.72 190.64 173.46

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 20.00

自己資本比率 （％） 35.8 42.1 38.7

 

回次
第53期

第３四半期
会計期間

第54期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 120.83 131.88

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、政府の景気対策により企業収益及び雇用情勢・所得環境の改善が

図られ、緩やかな回復傾向が続いております。他方、世界経済は混迷を深める中東情勢、中国経済の混乱、米国金

融政策の転換等、先行き不透明な状況で推移致しました。

　当社の主力ユーザーである建設業界におきましては、震災地域の復旧復興関連工事の継続、東京オリンピック関

連需要が本格化する一方、それ以外の地域での建設投資は減少し、全体では厳しい事業環境で推移致しました。

　このような事業環境の下、建設機械レンタルリーディングカンパニーでありますアクティオグループとの連携強

化、「レンサルティング®」（提案営業）の推進によりレンタルの付加価値を高め、地域№１戦略を推進すると共

に多様化するお客様のニーズへの迅速且つ的確な対応及び新たなレンタル需要の発掘を図って参りましたが、売上

高は前期を下回りました。利益面では業務効率の向上を推進し、原価の削減に努めた結果前期を上回りました。

　その結果、売上高は15,964百万円（前年同期比6.6％減）、営業利益2,271百万円（前年同期比6.0％増）、経常

利益2,224百万円（前年同期比5.5％増）、四半期純利益1,466百万円（前年同期比11.4％増）となりました。

（建機レンタル部門）

　建機レンタル部門の売上高は15,213百万円（前年同期比6.8％減）、セグメント利益2,115百万円（前年同期比

4.4％増）となりました。

（その他の部門）

　その他の部門の売上高は751万円（前年同期比1.8％減）、セグメント利益109百万円（前年同期比32.5％増）

となりました。

 

(2) 財政状態に関する定性的情報

（総資産の状況）

　当第３四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ852百万円減少し36,225百万円となりました。

（資産の状況）

　流動資産は前事業年度末に比べ163百万円減少し14,860百万円となりました。主な内訳は受取手形及び売掛金が

965百万円増加したものの、現金及び預金が1,063百万円減少したことによるものであります。

　固定資産は前事業年度末に比べ689百万円減少し21,364百万円となりました。主な内訳は有形固定資産の償却進

展等による減少714百万円であります。

（負債の状況）

　流動負債は前事業年度末に比べ359百万円増加し10,784百万円となりました。主な内訳は決済進展により支払手

形136百万円、未払金183百万円、未払法人税等が173百万円それぞれ減少したものの、賃貸用資産取得による設備

関係支払手形が873百万円増加したことによるものであります。

　固定負債は前事業年度末に比べ2,117百万円減少し10,199百万円となりました。主な内訳は決済進展による長期

未払金1,251百万円、リース債務790百万円の減少によるものであります。

（純資産の状況）

　以上の結果純資産は、前事業年度末に比べ905百万円増加し15,240百万円となり、当第３四半期会計期間末の自

己資本比率は42.1％、１株当たり純資産額は2,082円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,400,000

計 32,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,115,068 8,115,068
東京証券取引所　市場第

二部

 

単元株式数　

1,000株

計 8,115,068 8,115,068 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 8,115,068 － 3,013,011 － 2,367,521

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   410,000
－

普通株式

単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,610,000 7,610 同上

単元未満株式 普通株式    95,068 － 同上

発行済株式総数 8,115,068 － －

総株主の議決権 － 7,610 －

（注）「単元未満株式」の欄には証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社

共成レンテム

北海道帯広市

西18条北１丁目14
410,000 － 410,000 5.06

計 － 410,000 － 410,000 5.06

（注）当社は平成27年12月16日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期会計期間において、自己株式立会外買付取

引（ToSTNeT-3）による買付により、当社普通株式385,000株を取得いたしました。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準　　　　　　 2.4％

　　売上高基準　　　　　 0.0％

　　利益基準　　　　　　 0.0％

　　利益剰余金基準　　　 0.0％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,003,967 7,940,651

受取手形及び売掛金 4,925,863 ※ 5,891,138

商品及び製品 74,196 78,789

原材料及び貯蔵品 684,561 560,342

その他の流動資産 439,307 493,555

貸倒引当金 △103,551 △103,764

流動資産合計 15,024,344 14,860,712

固定資産   

有形固定資産   

賃貸用資産   

簡易建物（純額） 2,044,511 1,798,292

賃貸用機械装置（純額） 1,982,300 2,075,651

土留パネル（純額） 3,287 2,141

賃貸用車両・運搬具（純額） 2,694,819 2,955,045

リース資産（純額） 7,780,662 7,058,262

賃貸用資産合計 14,505,581 13,889,393

自社用資産   

建物（純額） 1,262,519 1,204,792

土地 5,158,091 5,170,206

その他（純額） 366,805 314,207

自社用資産合計 6,787,417 6,689,206

有形固定資産合計 21,292,998 20,578,600

無形固定資産 285,047 279,594

投資その他の資産   

投資有価証券 161,223 148,624

関係会社株式 10,000 10,000

長期前払費用 14,107 9,493

繰延税金資産 127,564 177,513

保険積立金 21,499 22,586

その他 192,879 187,175

貸倒引当金 △51,867 △49,268

投資その他の資産 475,406 506,124

固定資産合計 22,053,452 21,364,318

資産合計 37,077,797 36,225,031
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 3,403,473 3,267,034

設備関係支払手形 259,317 1,133,156

買掛金 734,367 752,557

短期借入金 1,005,260 992,160

リース債務 1,621,029 1,890,399

未払金 2,146,695 1,963,127

未払法人税等 493,222 320,204

預り金 11,429 8,417

未払消費税等 325,354 200,799

賞与引当金 227,440 100,521

株主優待経費引当金 3,377 2,477

その他の流動負債 194,339 153,771

流動負債合計 10,425,306 10,784,625

固定負債   

長期借入金 1,528,290 1,453,156

リース債務 6,840,184 6,050,182

長期未払金 3,948,511 2,696,552

固定負債合計 12,316,986 10,199,890

負債合計 22,742,293 20,984,516

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,013,011 3,013,011

資本剰余金 2,367,521 2,367,521

利益剰余金 9,194,435 10,506,402

自己株式 △259,162 △659,809

株主資本合計 14,315,805 15,227,126

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 19,698 13,388

評価・換算差額等合計 19,698 13,388

純資産合計 14,335,504 15,240,514

負債純資産合計 37,077,797 36,225,031
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 17,091,042 15,964,781

売上原価 12,670,462 11,450,769

売上総利益 4,420,579 4,514,012

販売費及び一般管理費 2,277,662 2,242,418

営業利益 2,142,917 2,271,594

営業外収益   

受取利息 7,002 7,531

受取配当金 2,707 9,100

賃貸料 9,515 8,659

受取保険金 67,118 28,094

その他 16,200 14,914

営業外収益合計 102,544 68,299

営業外費用   

支払利息 130,097 112,835

その他 6,128 2,498

営業外費用合計 136,226 115,333

経常利益 2,109,235 2,224,559

特別利益   

投資有価証券売却益 - 1,947

特別利益合計 - 1,947

特別損失   

固定資産除却損 ※ 2,284 ※ 6,381

リース解約違約金 - 251

特別損失合計 2,284 6,633

税引前四半期純利益 2,106,950 2,219,873

法人税、住民税及び事業税 752,870 740,935

法人税等調整額 38,310 12,878

法人税等合計 791,180 753,813

四半期純利益 1,315,769 1,466,059
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間

末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 148,108千円

 

（四半期損益計算書関係）

※　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

簡易建物 1,224千円 682千円

賃貸用機械装置 344 1,755

賃貸用車両・運搬具 208 3,237

リース資産 151 614

建物 283 88

その他自社用資産 73 4

計 2,284 6,381

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 3,251,148千円 3,077,876千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 192,735 利益剰余金 25 平成26年３月31日 平成26年６月23日

(注)　平成26年３月期期末配当の内訳　普通配当20円00銭　記念配当　５円00銭

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 154,092 利益剰余金 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日

　　　　２.株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年12月16日開催の取締役会決議に基づき自己株式385,000株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期会計期間末における自己株式は、単元未満株式の買取と併せて400,646千円増加し、659,809

千円となりました。
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（持分法損益等）

　利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい非連結子会社および関連会社のみであるため、記載を省

略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注１）

合計

（注２） 建機レンタル部門 計

売上高     

外部顧客への売上高 16,325,647 16,325,647 765,395 17,091,042

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － －

計 16,325,647 16,325,647 765,395 17,091,042

セグメント利益 2,026,618 2,026,618 82,617 2,109,235

 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アグリ事業部門（農

機事業、ゼオライト事業）及び特殊事業部門（イベント事業、携帯事業）であります。

　　　２. セグメント利益の合計は経常利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注１）

合計

（注２） 建機レンタル部門 計

売上高     

外部顧客への売上高 15,213,317 15,213,317 751,464 15,964,781

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － －

計 15,213,317 15,213,317 751,464 15,964,781

セグメント利益 2,115,066 2,155,066 109,493 2,224,559

 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アグリ事業部門（農

機事業、ゼオライト事業）及び特殊事業部門（イベント事業、携帯事業）であります。

　　　２. セグメント利益の合計は経常利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 170円72銭 190円64銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 1,315,769 1,466,059

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,315,769 1,466,059

普通株式の期中平均株式数（株） 7,707,078 7,690,211

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月10日

株式会社共成レンテム

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下田　琢磨　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴本　岳志　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共成レ

ンテムの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第54期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共成レンテムの平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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